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博士学位論文要旨 
 
Ⅰ．研究の目的 
 
本稿は、今日日本で問題視されている介護労働者不足問題に着目している。
その中でも特に、日本における介護労働者不足問題を解消するための一つの
キーワードである外国人介護労働者の受け入れについて考察を行い課題や問
題点を明らかにすることや、日本以上の少子高齢化が進んでいる韓国におい
て現在日本で起きている介護労働者不足問題をどのような視点から考えてい
くべきであるかについて考察することを研究目的としている。 
日本と韓国における家族形態は、現代社会では夫婦と子どもを中心とした
核家族化がいっそう進んでいる。それに伴い、家族機能の縮小や家族の価値
体系も多様化してきた。そのため、以前のように、同じ世帯の中で老親を扶
養することは困難となってきた。また、高齢者の介護や生活維持を社会全体
で行わなければならない状況になっており、日・韓の高齢社会において一番
深刻な問題として取り上げられているのが高齢者の介護の問題である。高齢
者の介護問題は日本だけではなく、韓国においても今後直面していく最大の
社会問題の一つとして一層注目されていくに違いない。 
高齢者の介護問題を解決するためには必然的に介護を提供する介護労働者
が必要となる。介護労働者は高齢者への介護提供の量と質両面に直結するも
のであり、今日のような高齢者の学歴上昇、所得と消費水準の上昇、自己表
現の要求の表出などによって一層多様化していく高齢者の福祉ニーズに対応
していくためにも、介護労働力不足問題の解決に向けて考察を行うことは不
可欠な要素である。 
このような状況から近年日本では、この問題を解決するための一つの方途
として、外国人介護労働者の受け入れに関する検討が活発に行われている。
韓国においては、介護労働者の不足問題はまだ発生してはいないが、建設業
や製造業、飲食店などのサービス業において外国人労働者の受け入れを活発
に行っている現状があり、将来において介護労働力不足が生じると予想され
る。 
このように、日・韓における外国人労働者は、主に日雇いの多い農業や建
設業、製造業などの日本人・韓国人労働者が避けるいわゆる３Ｋ労働を中心
とした業種にその受け入れが集中しており、また、このような外国人単純労
働者は、日本と韓国社会において長期的な労働力ではなく、一時的な低賃金
の労働力としての役割を果たすこととなっている。 
しかし、このような外国人単純労働者の受け入れは、日・韓国内における
日本人・韓国人労働者の就職の機会を奪うとの批判の声もあり、両国の国内
においては、すでに多くの外国人労働者が存在しているにもかかわらず、多
くの外国人労働者は日本と韓国社会において容易に共生できていない状況が
ある。 
結局このような批判の声があるのは、最近他国で起きている様々なテロに
よる暴力的な行為や難民問題、日・韓国内における外国人労働者の犯罪や不
法滞在問題などが大きく影響しているに違いないだろう。しかし、外国人労
働者の国際移動は何世紀も継続していることであり、今日だけの問題ではな
い。 
また、今日のように、少子高齢化による介護労働力の不足問題が持続的に
深刻化していく日・韓において、特定分野における外国人労働者の受け入れ
は限られていて、批判的に考えるべき問題では決してない。どの国において
も外国人労働者を受け入れるにはメリットとデメリットが必ず存在するので
ある。だからこそ、今日日本で議論されている外国人介護労働者の受け入れ
に関する研究は意義のあるものであり、外国人介護労働者の受け入れが不可
欠なものであることを前提に、どのような視点から受け入れるべきであるか
を考える必要がある。 
本稿はこのような問題意識から次の３点について検証を行う。 
第一に、日本と韓国における統計資料を用いて年齢階級別人口の推移、高
齢者世帯の推移、性別高齢人口の推移、老年人口一人を支える生産年齢人口
の推移の比較を行うことにより、日・韓における高齢者の実態を明らかにす
る。 
また、日本における外国人労働者の受け入れ状況や中国、ベトナム、イン
ドネシアなどからの技能実習生の受け入れ状況について統計資料を用いて検
討を行い、現在日本で活動している外国人労働者の実態を明らかにする。 
 第二に、韓国における外国人産業研修制度の検討を行い、その問題点を明
らかにする。韓国において外国人労働者の受け入れが始まったのは、１９９
０年代からであり、日本の外国人技能実習制度のような外国人産業研修制度
を実施した。しかし、韓国の外国人産業研修制度は送り出し機関や悪徳斡旋
事業者による不正や外国人産業研修生の人権保障問題、賃金没収、賃金未払
い問題などにより廃止され、外国人勤労者雇用許可制度を新たに開始したの
である。韓国における外国人産業研修制度上で明らかになった問題は、日本
の外国人技能実習制度においても問題視されていることであるため、なぜ韓
国は外国人産業研修制度を廃止せざるを得なかったのかについて明らかにす
る。 
 また、日本において、介護分野における外国人労働者の受け入れの始発と
なる経済連携協定（ＥＰＡ）や外国人技能実習制度について検討を行い、日
本へ流入するようになった背景やその流れなどの歴史的変遷及び制度の仕組
みについて明らかにし、経済連携協定（ＥＰＡ）と外国人技能実習制度が抱
えている問題点や課題について明らかにする。 
 第三に、今後介護分野における外国人労働者の受け入れが始まることを前
提に、送り出し国ではどのような取り組みをしているのかについて検証を行
う。 
 日本の経済連携協定（ＥＰＡ）による介護分野における外国人労働者を送
り出した経験を持つ中国、フィリピン、ベトナムなどの東南アジア諸国の中
からベトナムを対象に現地調査を行い、どのような学生が日本へ送り出しを
希望しているのか、送り出し機関はどのような所であるのか、今後介護分野
における技能実習生の送り出し機関としてどのようなことを準備しているの
かなどの現状を明らかにする。このような調査結果を基に、今後日本におけ
る外国人介護労働者の受け入れはどのような方向で進められるべきであるの
かについて、特に外国人介護労働者に対する教育面においてどのような視点
を持ち、進むべきであるのかについても考察する。これは、外国人介護労働
者を単純労働者として受け入れるのではなく、介護という専門性を持つ外国
人労働者として受け入れるためのものであり、前述したように、多様化する
高齢者の福祉ニーズに対応でき、高齢者の生活を支える一人ひとりの支援者
としての外国人介護労働者を受け入れる必要があると考えているからである。 
 
Ⅱ．研究内容 
 
 本研究の目的を達成するため、本稿では次の内容について検討している。 
 第１章では、日本と韓国の高齢化等の状況を明らかにした。 
日本と韓国における統計資料を用いて年齢階級別人口の推移、高齢者世帯
の推移、性別高齢人口の推移、老年人口一人を支える生産年齢人口の推移の
比較・検討を行った。 
 日・韓における総人口推移をみると、韓国の総人口は日本の総人口ピーク
であった２００４年より１６年後である２０２０年がピークであり、その後
人口減少傾向に入ることが推計されている。そのため、人口減少は生産年齢
人口の減少に直結し、生産年齢人口が減少すると物の生産やサービスを提供
する人が減少するため生産力の低下につながる要因となる。 
 また、年齢階級別人口の推移をみると、日本の老年人口の構成比は２００
９年の２，９０１万人から２０３０年の３，６６７万人と７６６万人が増加
することが予測されている。韓国の老年人口の構成比は、２０１５年以降持
続的な増加傾向を見せ、特に２０２５年から２０３０年にかけて４．４％の
急激な増加となる。これは、第１次ベビーブーム世代が２０２０年以降６５
歳以上の高齢者になるからである。そのため、日本でも同じく問題になった
団塊世代の問題が韓国では２０２０年以降起きることが予想でき、特に韓国
においては、２０２５年から２０３０年にかけて急激な増加を辿っているた
め、急激な老年人口の増加に伴う様々な高齢者の福祉ニーズへ対応できる対
策が至急必要となる。 
 高齢者世帯の推移をみると、今後日本と韓国ともに一般世帯は減少するも
のの６５歳以上の高齢世帯は増加し、その増加は結局独居高齢世帯の増加に
つながっていくことが明らかである。ここ１０年間の数値をみても、日本は
６５歳以上の高齢者世帯が約１．４倍増加しており、韓国は約１．７倍増加
している。特に独居高齢世帯は、日本では約１．５倍増加しているのに対し、
韓国は１．９倍増加しており、介護を必要とする要支援・要介護状態の高齢
者の増加につながる可能性が高いことが判る。そのため、老年人口一人を支
える生産年齢人口の推移からみると、日本は２００９年高齢者一人を生産年
齢人口３．４人で支え、２０３０年には２．２人で支えていかなければなら
なく、韓国は２００９年高齢者一人を生産年齢人口８．４人で支え、２０３
０年には３．１人で支えていかなければならない状況となるため、両国にお
ける少子高齢化による介護労働力不足問題はますます深刻化していくに違い
ない。 
 第２章では、日本における外国人労働者の受け入れ状況や技能実習生の受
け入れ状況について明らかにした。 
日本における外国人登録者数は、１９９０年代から現在に至るまで年々増
加傾向であり、２０１５年の外国人登録者数は、２２３万２１８９人で、日
本の総人口の約１．８％を占めている。これは、１９８０年代後半からのバ
ブル時代における建設業関連の外国人労働者の受け入れが活発であったこと
も一つの要因として考えられる。 
また、２００８年以前は韓国・朝鮮人の外国人登録者数が一番多く、２０
０９年以降は中国人が最も多くなっている。ベトナム人の外国人登録者数も
２０００年代から年々増加傾向であり、２０１４年には９万９８６５人であ
ったものが２０１５年には１４万６９５６人と約４７％急激に増加している。
これは、近年留学や就労における在留資格による増加も影響しているが、ベ
トナムにおける技能実習生を対象とする建設・製造業などの日本企業からの
外国人労働者の受け入れが年々増加していることが最も大きい要因であると
いえる。国籍別技能実習生数の推移をみると、中国、インドネシア、フィリ
ピン、ベトナムのうち、ベトナムが技能実習生の受け入れ人数が２番目に多
く、２０１０年から２０１５年にかけて技能実習１号ロは約８．２倍も増加
している。現在の技能実習生数は、中国人が圧倒的に多いが、年度別の増加
率から考えるとベトナム人技能実習生が急激に増加する可能性が高い。 
第３章では、韓国における外国人産業研修制度について検討を行った。 
１９９１年に制定された外国人産業研修制度は、１９８０年代後半からの
経済発展に伴う国内労働者の高賃金と中小企業の建設・製造業関連の労働力
不足問題から始発している。しかし、１９９５年１月のネパール人の外国人
産業研修生による外国人産業研修制度改善を要求する運動が約８日間続いた。
運動の理由は、差別的な賃金と研修地の韓国人管理者による暴言・暴力行為
による被害などであり、この運動をきっかけに１９９５年２月韓国労働部は
「外国人産業研修生の保護及び整理に関する指針」を制定し、外国人産業研
修生の勤務体制や最低賃金の保障、産業災害補償保険、健康保険への加入及
び適用などと外国人産業研修生が韓国で研修を受けるに当たっての基本的な
労働基準を定めることとなった。その後、１９９８年には零細企業まで労働
基準の適用を拡大したが、外国人産業研修生への差別的な接遇や人権侵害問
題は解消できなかった。これに対し、韓国の雇用労働部は、外国人労働者の
人権や労働問題などの改善のため、外国人産業研修制度を廃止し、外国人勤
労者雇用許可制度を導入する必要があると主張したが、中小企業協同組合や
法務部などの反対により実施できなかった。その後も外国人産業研修生に対
する差別や劣悪な労働環境問題はマスコミ等を通じて知られるようになった。 
外国人産業研修制度が廃止されたのは、２０００年代に入ってからである。
韓国に在留する外国人産業研修生を研修生としての在留資格ではなく、外国
人勤労者としての在留資格を与えるべきであるとの議論がなされ、この問題
は２００２年の大統領選挙公約の一つとなるほど話題となった。このような
流れにより、２００３年８月『外国人勤労者の雇用等に関する法律』が制定
され、翌年８月より外国人勤労者雇用許可制度が施行されるようになった。 
第４章では、日本における経済連携協定（ＥＰＡ）について検討を行った。 
日本での介護分野における外国人労働者の受け入れがされ始めたのは、２
００６年の東南アジア諸国との経済連携協定（ＥＰＡ）からである。２００
６年のフィリピンとの経済連携協定を始め、２００７年にはインドネシア、
２００９年にはベトナムへと拡大し、看護師・介護福祉士候補者の受け入れ
が可能となった。しかし、これらの経済連携協定（ＥＰＡ）による看護師・
介護福祉士の受け入れは国内における労働力不足への対応ではなく、二国間
の経済活動の連携強化の観点から公的な枠組みで特例的に受け入れを行うも
のである。これによって日本へ入国した介護福祉士候補者は「特定活動」の
在留資格が与えられ、日本国内で介護福祉士国家資格に向けての１年間の研
修実施後、国家試験に合格した者のみが３年間日本で介護福祉士として受け
入れ機関との雇用契約を締結することができる。そのため、介護分野におけ
る外国人労働者を受け入れた初めての制度でありながらも、実質的な介護労
働力不足問題の対策としての制度であるとは言い難い。 
第５章では、日本における外国人技能実習制度の歴史的変遷や仕組みなど
について検討を行った。 
日本で外国人労働者の受け入れが本格的に始まったのは１９８０年代から
である。１９８６年からバブル時代における日本経済発展と共に各産業分野
における単純労働者の人手不足問題が深刻化していった。そのため、建設業
関連の外国人単純労働者の受け入れに向けて１９８６年「出入国管理及び難
民認定法」が改正され、技能研修生の受け入れを目的とした外国人技能実習
制度が始まるようになった。この当時、外国人労働者の受け入れは、短期的
な受け入れとして、主に海外へ進出した日本の企業側の要請によるものであ
り、現地法人との取引関係のある企業の社員への技能習得が目的であったた
め、在留資格を「研修」として与えていた。しかし、１９９０年代に入りバ
ブル景気が崩壊、経済が悪化したとはいえ、建設・製造業などにおける人手
不足問題はますます深刻化していたため、１９９２年従来の外国人技能実習
制度の在留資格を「研修」から「特定活動」と変更し、海外企業と関係のな
い中小企業においても事業協同組合や商工会議所などを通じて受け入れるよ
うになった。しかし、技能実習生として日本へ入国した者は、３年間日本で
仕事をしながら技能修得を行うことができるが、日本で修得した技能等を本
国で活かしながら働く場所がなく、約半分だけが日本での経験を活かしてい
た実態から考えると、外国人技能実習生への賃金未払いや保証金問題など
様々な問題を抱えている制度であるが、それゆえに外国人技能実習生の帰国
後のフォローアップも大事であることが明らかになった。 
第６章では、ベトナムにおける介護分野の技能実習生確保への取り組みに
向けてベトナム・ハノイにおける送り出し機関４カ所を対象に現地訪問ヒア
リング調査を行った。 
その結果、日本語教育内容及び日本語レベルについては、最低１カ月から
最大６カ月までのベトナム人講師による日本語教育を実施しており、教育方
法はテキストやＤＶＤを使用していた。技術的な教育は、経済連携協定（Ｅ
ＰＡ）による送り出し機関としての経験を持つ場合には、機関内に実習室を
設けていたが、小規模の送り出し機関の場合には日本語教育のみを自社で実
施、技術的な教育は外部機関へ委託していた。学生の大半が日本への外国人
介護労働者としての受け入れを希望しており、高卒の学生が一番多かった。
この学生たちの主な目的は出稼ぎであり、送り出し機関側も今後介護分野に
おける外国人技能実習生の送り出しができることを強く希望していた。しか
し、ベトナムにおいてはまだ「介護」の概念が根付いてないため、介護の仕
事といっても看病人をイメージする場合が多かったことが明らかになった。 
第７章では、これまで明らかにした内容を踏まえながら、日本は今後どの
ような視点から介護分野における外国人労働者の受け入れを考えるべきであ
るかについて検討を行った。 
外国人介護労働者を今後受け入れることを前提として考えるのであれば、
人権問題の観点や移民問題もしくは定住する外国人介護労働者の家族の教育
問題など様々な観点はあるが、当事者のみを考える場合、介護の現場で活用
できる人材であるかどうかの問題につながっていく。つまり、単純労働者と
して受け入れるのか、介護専門職として受け入れるのかの二つの問題が考え
られる。もし、介護専門職として考える場合、どのような観点から教育を行
うべきであるのかについて日本で行われている介護職員養成カリキュラムを
用いて分析した。その具体的な内容については、Ⅲ．研究結果にて述べるこ
ととする。 
 
Ⅲ．研究結果 
 
 ここでは、第１章～第６章で明らかにした研究結果と、考察をまとめた第
７章を中心に整理する。 
日本の団塊世代の高齢化や韓国の第１次ベビーブーム世代の高齢化に伴い
介護サービスの需要は年々増加していく反面、両国における生産年齢人口の
減少は、福祉サービスを提供する人の減少に影響を与え、介護現場における
慢性的な人手不足問題にもつながっていくことが明らかになった。そのため
の解決策の一環として考えられる外国人介護労働者の受け入れは必要不可欠
である。 
日本で初めて外国人介護労働者（研修生）を受け入れることとなった経済
連携協定（ＥＰＡ）や、今後外国人介護労働者を受け入れる予定である外国
人技能実習制度を踏まえて、今後の外国人介護労働者の確保のための視点と
して、ベトナムでの現地調査結果及び日本で行われている介護職員養成カリ
キュラムなどから考察した。その主要な課題は次の４点である。 
第一に、介護分野のように人の身体的・精神的状態を理解するためのコミ
ュニケーション技術やアセスメントなどを行うための日本語教育の不十分さ
が指摘できる。例えば、排泄介助において、その時の尿・便の状態や皮膚の
状態、利用者とのコミュニケーションのやり取りなどで利用者の状態を把握
し、記録、報告しなければならない仕事であるため、介護分野の外国人技能
実習生の場合はより膨大な時間割合をコミュニケーション技術の学習に当て
なければならなく、Ｎ２～Ｎ３程度の日本語能力を求めるべきである。 
第二に、介護に関する認識度が低いため、社会福祉や介護に関する概念教
育が必須であることが指摘できる。ベトナムへの現地調査においても「介護」
の概念が確立されていないことから考えると、理論教育や一定回数以上の見
学実施を行うことにより、介護とは何かについて先に触れる必要がある。 
第三に、日本文化に対する理解が不十分である。これは、第一のコミュニ
ケーション技術とも深く関連しており、利用者の生活の場を支える支援者と
して私生活に密接な関わりを持つこととなるので、文化の理解は必要不可欠
である。 
第四に、外国人技能実習生への人権擁護に関する学習の必要性である。経
済連携協定（ＥＰＡ）や従来の外国人技能実習制度が生み出してきた様々な
問題点を減少させるためにも、教育の一環として介護職員の心身の健康管理
や日本人と同様の処遇確保のための関連法の学習、ネットワーク情報の提供
などが必要不可欠である。 
以上のようなことは、日本以上に速いスピードで少子高齢化が進んでいる
韓国においても、現在日本で起きている介護労働力不足問題と同様の状況は
必然的に生じる問題である。そのためにも介護労働力不足問題と関連し、日
本が経験しているもしくは今後経験するだろうという点に注目し、韓国にお
ける外国人介護労働者確保に関して日本の経験を活かすべきだと考えている。 
 
